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1980年三菱商事㈱入社（機械グループ）
2000年以降 バイオマスエネルギー関連の事業開発業務に従事

2016年7月 日本環境エネルギー開発株式会社（NEED）を起業し代表に就任
バイオマスエネルギー専門のコンサルタントとして企業・団体の顧問として活動

経産省、農水省、文科省、NEDO、JBIC等政府機関、大学、研究機関、民間企業・団体主
催のセミナー、インドネシア、タイ等政府主催海外シンポジウムにて講演を行なう。

・産業技術総合研究所（経産省）の「自動車新燃料研究センター」及び

「バイオマスリファイナリー研究センター」の外部評価委員（2007-2014年）
・経産省 「バイオ燃料の持続可能性基準」検討会委員（2008-2010年）
・NEDO 「2010年バイオマスエネルギー導入ガイドブック」 検討委員
・7府省庁 「バイオマス事業化戦略検討チーム」委員（2012年2-6月）
・経産省「第2世代バイオ燃料戦略検討会」 委員（2013年2-7月）等を歴任
・NPO法人農都会議バイオマス・ワーキンググループ座長 (2016-18年)
・バイオマス発電事業者協会 (BPA) を設立。副代表理事 (2016-18年）
・早稲田大学 環境総合研究センター 招聘研究員 (2016年〜現在）
・2019年4月 「東久邇宮国際文化褒賞」 受賞
・2020年3月シードプランニング 「2020年版 地球温暖化と石炭火力発電の現状と方向性」 を監修
・2022年3月幻冬舎 「漫画でわかるバイオエタノール」 （アメリカ穀物協会にて監修）
・2022年5月技術評論社 「図解でわかるカーボンニュートラル燃料」 を共同執筆

プロフィール
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2010年以降の⽇本のエネルギー政策の変遷
2010年 6⽉ 「第3次エネルギー基本計画」 (原発・再エネで70%）
2011年 3⽉ 東⽇本⼤震災（福島原発事故）
2012年 7⽉ FIT法（再エネ固定価格買取制度）施⾏
2014年 4⽉ 「第4次エネルギー基本計画」（再エネ、⾼効率⽯炭⽕⼒）
2015年 7⽉ 「2030年度エネルギーミックス」発表
2015年12⽉ COP21 (パリ協定）
2018年 7⽉ 「第5次エネルギー基本計画」（2050年度CO2 80%削減）
2019年 1⽉ ダボス会議での安部元⾸相発表（CO2の資源利⽤）
2019年 6⽉ カーボンリサイクル・ロードマップ策定
2020年 1⽉ 「⾰新的環境イノベーション戦略」発表
2020年 7⽉ 梶⼭経産⼤⾂「⾮効率⽯炭⽕⼒フェードアウト⽅針」表明
2020年10⽉ 菅⾸相「2050年カーボンニュートラル（ネットゼロ）」宣⾔
2020年12⽉ 経産省「グリーン成⻑戦略」発表
2021年 10⽉ 「第6次エネルギー基本計画」(2030年度CO2 46%削減）
2021年 11⽉ COP26 @  英国 (グラスゴー）
2022年 2 月 ロシアによるウクライナ侵攻

これ以降、「エネルギー安定供給」の観点から「火力発電と原発も一定

程度は電力ポートフォリオの中に組み込むべきという議論が台頭」。

当面の対策よりも、水素・アンモニアの混焼・専焼やCCS導入という
技術開発を伴う長期的な対策に政策が重点を置く傾向が鮮明となった。
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2050年カーボンニュートラルの実現のイメージ

2030年度CO2削減目標 ： 2013年度比 ▲ 46%



2030年度のエネルギーミックス（電源構成別発電目標）
2030年度のエネルギーミックス （2021年10月策定）

                                          (2019年度）                
  ・ 石油      :            2%          （7%)                     

  ・ 石炭      :           19%                           (32%)    

  ・ ＬＮＧ    :            20%                             (37%)

  ・ 原子力 :      20～22%    (6%)

  ・  再エネ  :       36～38% (18%)

・ 水素・アンモニア： 1％ (0%)
 ---------------------------------------------------------------------------

合計      ：        100%                         (100%)

   再エネの内訳  :

  ・ 太陽光      ：       14〜16% (6.7 %)
  ・   風力        ：      5%                        (0.7 %)  
  ・   地熱        ：     1%                        (0.3 %)
  ・   水力        ：     11%                       (7.8 %)
  ・ バイオマス ：    5% (2.6 %)               バイオマスの導入目標は 8GW
--------------------------------------------------------------------------

合計 ： 36〜38％ (18%)
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エネルギーの評価軸 S + 3 E + 2 E

n Safety                 (安全性）

n Energy Security （供給安定性）

n Environment （環境適合性）

n Economical Efficiency （経済効率性）

n Earnings  （収益性/事業性）

n Employment （雇用創出）



石炭火力発電事業者の内訳と運転開始時期

出典：資源エネルギー庁 2020.09.17 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス基本政策小委員会 第42回制度検討作業部会
6
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我が国の製造業等における⽯炭⽕⼒⾃家発の分布
出典︓資源エネルギー庁，⽯炭⽕⼒発電所⼀覧（2020）のデータより作成

（80基）



【参考】国内⽯炭⽕⼒発電所リスト（製造業等）
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住所 運営会社 設備容量（MW
）

北海道釧路市 ⽇本製紙 57
北海道釧路市 ⽇本製紙 88
北海道室蘭市 ⽇本製鉄 145
北海道名寄市 王⼦マテリア 4
北海道名寄市 王⼦マテリア 9
岩⼿県釜⽯市 ⽇本製鉄 149
宮城県岩沼市 ⽇本製紙 48
宮城県岩沼市 ⽇本製紙 66
宮城県⽯巻市 ⽇本製紙 98
宮城県⽯巻市 ⽇本製紙⽯巻エネルギーセンター 149
宮城県仙台市 仙台パワーステーション 112
福島県いわき市 サミット⼩名浜エスパワー 6
福島県いわき市 サミット⼩名浜エスパワー 50
福島県相⾺市 相⾺エネルギーパーク 112
茨城県⿅嶋市 ⽇本製鉄 522
茨城県⿅嶋市 ⿅島パワー 645
茨城県神栖市 かみすパワー 112
埼⽟県⽇⾼市 太平洋セメント 50
新潟県⽷⿂川市 ⽷⿂川発電 149
福井県あわら市 レンゴー 3
福井県あわら市 レンゴー 38
愛知県知多市 名南共同エネルギー 31
愛知県武豊町 中⼭名古屋共同発電 110
愛知県武豊町 中⼭名古屋共同発電 149
愛知県豊橋市 明海発電 147
兵庫県神⼾市 コベルコパワー神⼾ 700
兵庫県神⼾市 コベルコパワー神⼾ 700
兵庫県⾚穂市 住友⼤阪セメント 103
兵庫県姫路市 ⽇本製鉄 149
岡⼭県倉敷市 ⽔島エネルギーセンター 112
広島県広島市 MCMエネルギーサービス 25
広島県⼤⽵市 ダイセル 39
広島県⼤⽵市 ダイセル 50

住所 運営会社 設備容量（MW
）

広島県⼤⽵市 三菱ケミカル 147
⼭⼝県宇部市 宇部興産 145
⼭⼝県宇部市 宇部興産 216
⼭⼝県岩国市 ⽇本製紙 35
⼭⼝県光市 ⽇鉄ステンレス 53
⼭⼝県光市 ⽇鉄ステンレス 53
⼭⼝県周南市 トクヤマ 35
⼭⼝県周南市 トクヤマ 78
⼭⼝県周南市 トクヤマ 145
⼭⼝県周南市 トクヤマ 145
⼭⼝県周南市 トクヤマ 149
⼭⼝県防府市 エア・ウォーター＆エネルギア・

パワー⼭⼝
112

⼭⼝県防府市 防府エネルギーサービス 16
⼭⼝県防府市 防府エネルギーサービス 27
⼭⼝県防府市 防府エネルギーサービス 36
⼭⼝県防府市 MCMエネルギーサービス 25
愛媛県四国中央市 丸住製紙 13
愛媛県四国中央市 丸住製紙 30
愛媛県四国中央市 ⼤王製紙 30
愛媛県四国中央市 丸住製紙 44
愛媛県四国中央市 ⼤王製紙 73
愛媛県四国中央市 ⼤王製紙 73
愛媛県四国中央市 ⼤王製紙 89
愛媛県四国中央市 ⼤王製紙 91
愛媛県新居浜市 住友共同電⼒ 3
愛媛県新居浜市 住友共同電⼒ 27
愛媛県新居浜市 住友共同電⼒ 75
愛媛県新居浜市 住友共同電⼒ 75
愛媛県新居浜市 住友共同電⼒ 150
愛媛県⻄条市 住友共同電⼒ 250
⾼知県⾼知市 ⼟佐発電 167
⾼知県須崎市 住友⼤阪セメント 61



【参考】国内⽯炭⽕⼒発電所リスト（製造業等）
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住所 運営会社 設備容量（MW
）

⾼知県須崎市 住友⼤阪セメント 62
福岡県苅⽥町 三菱マテリアル 40
福岡県苅⽥町 三菱マテリアル 75
福岡県⼤牟⽥市 三池⽕⼒発電所 175
福岡県北九州市 ⼾畑共同⽕⼒ 110
福岡県北九州市 響灘エネルギーパーク 112
福岡県北九州市 響灘⽕⼒発電所 112
福岡県北九州市 ⼾畑共同⽕⼒ 149
福岡県北九州市 ⼾畑共同⽕⼒ 156
熊本県⼋代市 ⽇本製紙 75
⼤分県⼤分市 王⼦マテリア 18
⼤分県⼤分市 王⼦マテリア 25
⼤分県⼤分市 ⽇本製鉄 330
宮崎県延岡市 旭化成エヌエスエネルギー 50
宮崎県延岡市 旭化成エヌエスエネルギー 60



「既設の⽯炭⽕⼒の3R」の検討



C→B→A⇢H



バイオマス発電のメリットと課題
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メリット：

１．石炭火力発電の代替としてベースロード電源の一翼を担い得る。
⇒ VRE (太陽光、風力発電)のバックアップ電源にもなり得る。

Carbon Free Regulator（ゼロエミ調整電源）としての役割
２．設備利用率の高い安定電源である。
（バイオマス： 80% 、 太陽光：13% 、 風力：20%)

３．太陽光や風力と違い、熱電併給（電源だけでなく蒸気発生源
としての利用）が可能である。

課題：
バイオマスの国内調達には限りがあり、長期安定調達が容易ではない。
⇒国内材の補完として海外材を導入することが不可欠。



新規にバイオマス発電事業を推進する為の要件

新規バイオマス発電事業の推進には以下の要件を整える必要がある。

１．適切な事業用地（工業用水、周辺環境、許認可等）

２．電力系統連系接続

３．持続可能な燃料の長期安定調達（品質、数量、価格）

４．燃料の輸送・貯蔵等のロジスティック

５．発電所建設を担う信頼に足るEPCコントラクター
６．プロジェクトファイナンス等による資金調達

⇨ 新たな立地の確保は難しく、既設の石炭火力をバイオマス

専焼転換することが現実的

13



FIT認定・導入状況（2022年9月末時点・2023年2月公表）

1.  FIT認定量 (2022.9)  ：      8.30 GW
2.  FIT認定導入量       ：  3.92 GW  

（１. 認定量の47%)

3.  2030年目標導入量 ：   8 GW
4.  FIT前導入量    ：    2.31GW 

(内1.38GWがFIT認定に移行）

5.   2030年FIT導入目標   :    5.69 GW
6.  FIT導入容量達成率     :     69 %

14

【バイオマス発電】



⼀般社団法⼈バイオマス発電事業者協会

会 員

設⽴︓2016年11⽉22⽇（2023年5⽉現在︓会員数 115）
⽬的︓バイオマス発電事業の促進とバイオマス産業の健全な発展を図り、持続可能な

循環型社会の構築と地球環境保全の推進に寄与すること
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日本のPKS輸入量・価格の推移
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2022年の世界の木質ペレット貿易量
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2024年の日本・韓国向け木質ペレット貿易量予測
【Unit : thousand MT】
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将来のBECCSへの布石としてのバイオマス発電

BECCS (Bio-Energy with Carbon Capture and Storage)
＊2014年3月IPCC第5次評価報告書で紹介されたコンセプト。バイオマス
はカーボン・ニュートラルなので、バイオマスの燃焼によって排出された

CO2はゼロカウントとなるが、これを捕捉して貯蔵することで排出しな
 ければ、その分は更にCO2を削減したと見做されカーボン・ネガティブ

（マイナス）となる。2050年以降のIPCCネガティブエミッションシナリオ
の切り札と位置付けられている。

即ち、バイオマスの混焼を行なっている石炭火力発電所に将来

CCSを設置すれば、石炭分のCO2排出がゼロになるばかりか
バイオマス分は更にマイナスになるという効果が期待出来る。

20



石炭火力のバイオマス専焼転換の意義

１. 石炭火力でのCO2削減：
石炭は最も安価で調達余力のある資源だがCO2排出量が最大 (LNGの1.6倍）。
CO2削減策としてアンモニアや水素の混焼があり、将来は CCSやCCUSの可能性
もあるが、何れもコスト的負担が極めて大きい。
現時点ではバイオマス専焼転換が最も確実で合理的な対策。

２．石炭火力発電所の有効活用と石炭フェードアウト：
既設の石炭火力発電所を「座礁資産化」させない為の現実的な選択肢としては、
石炭をバイオマスで代替 (燃料転換）することにより石炭からのフェードアウト
を図ることが有効である。

３．再エネ電力の効率的な導入拡大：
再エネ電力の導入をコストミニマムで達成する手段として、既設の石炭火力発電
をバイオマス専焼に転換することが最も有効。既存設備を活用するので新規設備
投資は不要だがゼロエミッション電源導入と同じ効果になるので、再エネ発電の
効率的導入拡大に繋がる。

2
1
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⽇本国内でのバイオマス発電事業



木質バイオマス発電の形態・規模別分析

規模・形態 原料収集 関連する技術・システム等

熱電併給 ガス化 流動床 微粉炭 Torrefaction

専焼 1,000kW未満 森林組合単位 ◎ ◎ △

1,000～2,000kW 森林組合単位 ○ ◎ △

2,000～1万kW 広域収集 △ △ △

1万～2万kW 広域＋輸入 ○ ○

2万kW～
（平均5万kW）

広域＋輸入 ◎ ○

混焼
又は

専焼
転換

工場自家発用
〜 11.25万kW 広域＋輸入 ○ ◎ ◎

IPP 広域＋輸入 ○ ◎ ◎

大手
電力

大型石炭火力混焼 広域＋輸入 ◎ ◎

6
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4

事業コンセプト



CO2削減効果とコスト試算の前提条件
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木質ペレット専焼追加コスト

年間の追加費⽤

追加費⽤ 47 億円/年 ㉒＝⑳×⑤＋⑨÷20

CO2削減コスト
追加費⽤から計算 8,614 円/t-CO2 ㉔＝㉒÷⑦

発電量あたり追加費⽤
追加費⽤から計算 6.89 円/kWh ㉖＝㉒÷⑤

ランニングコスト

⼀般炭価格 15,000 円/t※1 ⑩
⼀般炭発熱量 25.4 MJ/kg※2 ⑪

0.590 円/MJ ⑫＝⑩÷⑪
ペレット価格 19,500 円/t※3 ⑬
ペレット発熱量 15.6 MJ/kg※4 ⑭

1.250 円/MJ ⑮＝⑬÷⑭
原料価格⽐ 2.120 倍 ⑯＝⑮÷⑫
⽯炭⽕⼒発電コスト 12.3 円/kWh※5 ⑰
内原料費 5.5 円/kWh※5 ⑱
バイオマス化 11.66 円/kWh ⑲＝⑱×⑯
コスト増加分 6.16 円/kWh ⑳＝⑲ー⑱

42 億円/年 ㉑＝⑳×⑤

基本条件

既設⾃家発⽯炭⽕⼒ 0.0952 GW ①
設備費利⽤率 92% ②
発電量 765 GWh ③＝①×24×365×②
所内率 10.71 ％ ④
送電量 683 GWh ⑤＝③×（100-④）÷100
CO2排出原単位 0.8 kg-CO2/kWh ⑥
年間CO2排出量 546,746 t-CO2 ⑦＝⑤×⑥

イニシャルコスト

設備費 340 億円 ⑧
改造費 100 億円 ⑨

※1 ※2 資源エネルギー庁，エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数 (2018年度改訂) の解説、発熱量
※3 FTカーボン，輸入バイオマス燃料の状況（2021）
※4 NEED澤，Torrefaction（半炭化）技術について
※5 資源エネルギー庁，コスト等検証委員会（2015）

⾚枠部分の数字は聞き取り調査により、p.25 の数字から修正

約8,600円/t-CO2の補填で成立

（ 改造費 100億円、ペレット価格 19,500円/t の場合 ）
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（ 改造費 100億円、ペレット価格 $180/t の場合 ）
木質ペレット専焼追加コスト

年間の追加費⽤

追加費⽤ 76 億円/年 ㉒＝⑳×⑤＋⑨÷20

CO2削減コスト
追加費⽤から計算 13,816 円/t-CO2 ㉔＝㉒÷⑦

発電量あたり追加費⽤
追加費⽤から計算 11.05 円/kWh ㉖＝㉒÷⑤

ランニングコスト

⼀般炭価格 15,000 円/t※1 ⑩
⼀般炭発熱量 25.4 MJ/kg※2 ⑪

0.590 円/MJ ⑫＝⑩÷⑪
ペレット価格 26,460 円/t※3 ⑬
ペレット発熱量 15.6 MJ/kg※4 ⑭

1.696 円/MJ ⑮＝⑬÷⑭
原料価格⽐ 2.877 倍 ⑯＝⑮÷⑫
⽯炭⽕⼒発電コスト 12.3 円/kWh※5 ⑰
内原料費 5.5 円/kWh※5 ⑱
バイオマス化 15.82 円/kWh ⑲＝⑱×⑯
コスト増加分 10.32 円/kWh ⑳＝⑲ー⑱

71 億円/年 ㉑＝⑳×⑤

基本条件

既設⾃家発⽯炭⽕⼒ 0.0952 GW ①
設備費利⽤率 92% ②
発電量 765 GWh ③＝①×24×365×②
所内率 10.71 ％ ④
送電量 683 GWh ⑤＝③×（100-④）÷100
CO2排出原単位 0.8 kg-CO2/kWh ⑥
年間CO2排出量 546,746 t-CO2 ⑦＝⑤×⑥

イニシャルコスト

設備費 340 億円 ⑧
改造費 100 億円 ⑨

※1 ※2 資源エネルギー庁，エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数 (2018年度改訂) の解説、発熱量
※3 今年の価格 $180/t（@¥147/$）で計算
※4 NEED澤，Torrefaction（半炭化）技術について
※5 資源エネルギー庁，コスト等検証委員会（2015）

⾚枠部分の数字は聞き取り調査により、p.12の数字から修正

約14,000円/t-CO2の補填で成立



2
8
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国内⽯炭⽕⼒発電量の削減⾒通し
出典︓資源エネルギー庁，2030年度におけるエネルギー需給の⾒通し（関連資料）（2021）
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トレファイドペレット専焼追加コスト
（通常ペレットと熱量比等価の場合）

年間の追加費⽤

追加費⽤ 42 億円/年 ㉒＝⑳×⑤＋⑨÷20

CO2削減コスト
追加費⽤から計算 7,700 円/t-CO2 ㉔＝㉒÷⑦

発電量あたり追加費⽤
追加費⽤から計算 6.16 円/kWh ㉖＝㉒÷⑤

ランニングコスト

⼀般炭価格 15,000 円/t※1 ⑩
⼀般炭発熱量 25.4 MJ/kg※2 ⑪

0.590 円/MJ ⑫＝⑩÷⑪
ペレット価格 24,875 円/t※3 ⑬
ペレット発熱量 19.9 MJ/kg※4 ⑭

1.250 円/MJ ⑮＝⑬÷⑭
原料価格⽐ 2.120 倍 ⑯＝⑮÷⑫
⽯炭⽕⼒発電コスト 12.3 円/kWh※5 ⑰
内原料費 5.5 円/kWh※5 ⑱
バイオマス化 11.66 円/kWh ⑲＝⑱×⑯
コスト増加分 6.16 円/kWh ⑳＝⑲ー⑱

42 億円/年 ㉑＝⑳×⑤

基本条件

既設⾃家発⽯炭⽕⼒ 0.0952 GW ①
設備費利⽤率 92% ②
発電量 765 GWh ③＝①×24×365×②
所内率 10.71 ％ ④
送電量 683 GWh ⑤＝③×（100-④）÷100
CO2排出原単位 0.8 kg-CO2/kWh ⑥
年間CO2排出量 546,746 t-CO2 ⑦＝⑤×⑥

イニシャルコスト

設備費 340 億円 ⑧
改造費 0 億円 ⑨

※1 ※2 資源エネルギー庁，エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数 (2018年度改訂) の解説、発熱量
※3 推算値
※4 NEED澤，Torrefaction（半炭化）技術について
※5 資源エネルギー庁，コスト等検証委員会（2015）

改造費は0とする

7,700円/t-CO2の補填で成立

トレファイドペレット価格は発熱量比で推定した 19,500
円/t×19.9MJ/kg÷15.6MJ/kh=24,875円/t
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トレファイドペレット専焼追加コスト
（CO2削減コストが通常ペレットと等価の場合）

年間の追加費⽤

追加費⽤ 47 億円/年 ㉒＝⑳×⑤＋⑨÷20

CO2削減コスト
追加費⽤から計算 8,614 円/t-CO2 ㉔＝㉒÷⑦

発電量あたり追加費⽤
追加費⽤から計算 6.89 円/kWh ㉖＝㉒÷⑤

ランニングコスト

⼀般炭価格 15,000 円/t※1 ⑩
⼀般炭発熱量 25.4 MJ/kg※2 ⑪

0.590 円/MJ ⑫＝⑩÷⑪
ペレット価格 26,436円/t※3 ⑬
ペレット発熱量 19.9 MJ/kg※4 ⑭

1.328 円/MJ ⑮＝⑬÷⑭
原料価格⽐ 2.253 倍 ⑯＝⑮÷⑫
⽯炭⽕⼒発電コスト 12.3 円/kWh※5 ⑰
内原料費 5.5 円/kWh※5 ⑱
バイオマス化 12.39 円/kWh ⑲＝⑱×⑯
コスト増加分 6.89 円/kWh ⑳＝⑲ー⑱

47 億円/年 ㉑＝⑳×⑤

基本条件

既設⾃家発⽯炭⽕⼒ 0.0952 GW ①
設備費利⽤率 92% ②
発電量 765 GWh ③＝①×24×365×②
所内率 10.71 ％ ④
送電量 683 GWh ⑤＝③×（100-④）÷100
CO2排出原単位 0.8 kg-CO2/kWh ⑥
年間CO2排出量 546,746 t-CO2 ⑦＝⑤×⑥

イニシャルコスト

設備費 340 億円 ⑧
改造費 0 億円 ⑨

※1 ※2 資源エネルギー庁，エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数 (2018年度改訂) の解説、発熱量
※3 推算値
※4 NEED澤，Torrefaction（半炭化）技術について
※5 資源エネルギー庁，コスト等検証委員会（2015）

改造費は0とする

約8,600円/t-CO2の補填で成立
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トレファイドペレット価格とCO2削減コストの関係
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（価格が $350/ t の場合）

トレファイドペレット専焼追加コスト

年間の追加費⽤

追加費⽤ 127 億円/年 ㉒＝⑳×⑤＋⑨÷20

CO2削減コスト
追加費⽤から計算 23,270 円/t-CO2 ㉔＝㉒÷⑦

発電量あたり追加費⽤
追加費⽤から計算 18.62 円/kWh ㉖＝㉒÷⑤

ランニングコスト

⼀般炭価格 15,000 円/t※1 ⑩
⼀般炭発熱量 25.4 MJ/kg※2 ⑪

0.590 円/MJ ⑫＝⑩÷⑪
ペレット価格 51,450 円/t※3 ⑬
ペレット発熱量 19.9 MJ/kg※4 ⑭

2.585 円/MJ ⑮＝⑬÷⑭
原料価格⽐ 4.385 倍 ⑯＝⑮÷⑫
⽯炭⽕⼒発電コスト 12.3 円/kWh※5 ⑰
内原料費 5.5 円/kWh※5 ⑱
バイオマス化 24.12 円/kWh ⑲＝⑱×⑯
コスト増加分 18.62 円/kWh ⑳＝⑲ー⑱

127 億円/年 ㉑＝⑳×⑤

基本条件

既設⾃家発⽯炭⽕⼒ 0.0952 GW ①
設備費利⽤率 92% ②
発電量 765 GWh ③＝①×24×365×②
所内率 10.71 ％ ④
送電量 683 GWh ⑤＝③×（100-④）÷100
CO2排出原単位 0.8 kg-CO2/kWh ⑥
年間CO2排出量 546,746 t-CO2 ⑦＝⑤×⑥

イニシャルコスト

設備費 340 億円 ⑧
改造費 0 億円 ⑨

※1 ※2 資源エネルギー庁，エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数 (2018年度改訂) の解説、発熱量
※3 $350/t（@¥147/$）で計算
※4 NEED澤，Torrefaction（半炭化）技術について
※5 資源エネルギー庁，コスト等検証委員会（2015）

改造費は0とする

約23,000円/t-CO2の補填で成立
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ペレット価格とCO2削減コストの関係
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容量市場について

35
出典：資源エネルギー庁 2020.10.16 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 第7回持続可能な電力システム構築小委員会



非化石価値取引市場について

36
出典：資源エネルギー庁 2020.10.30 総合資源エネルギー調査会 第28回電力・ガス基本政策小委員会



Jークレジットについて

37出典：Ｊ－クレジット制度https://japancredit.go.jp/



【参考】欧州のエネルギー多消費産業ヘのインセンティブ

スウェーデン
• 1991年に炭素税を導⼊、2018年の税率は約1万5,000円/tCO2と世界で最も⾼い。加えて、欧州レ
ベルの排出量取引制度であるEU-ETSに参加しているほか、エネルギー税も導⼊されている。

• 1990年代には、税率は現在の5分の1程度であり、産業部⾨に対しては軽減税率を適⽤していた
。2000年代から他国でカーボンプライシングの導⼊が拡⼤するにつれ、標準税率を⼤きく引き
上げるとともに、産業⽤の軽減税率の軽減幅を縮⼩し、2018年1⽉には軽減税率を撤廃した。⼀
⽅で、EU-ETS対象産業は炭素税が免税となり、エネルギー税も70％減税となっている。

フランス
• 2014年に炭素税を導⼊、2018年の税率は約5,700円/tCO2である。
スウェーデン同様EU-ETSに参加している。

• CO2多排出産業はEU-ETSの対象となり炭素税は免税となる。EU-ETSでは、鉄鋼業などの国際競争
にさらされる産業に対しては排出枠が無償で割り当てられており、実質的な負担は少ない。し
かし、無償で付与される排出枠の量は今後減少する⾒込みであり、排出削減のインセンティブ
が強化されていく予定。

3
8



【参考】EUの排出権価格

3
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6,700円/t

7,900円/t

5,300円/t

10/5 8,500円/t
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Torrefaction （半炭化）とは？

Torrefaction（半炭化）

200～300℃

無酸素状態・常圧

滞留時間：10～30分

バイオマス（DRY）

バイオマス

（WET）

Torrefied
Biomass

ペレット化
1
1

0.7
0.9

0.3 0.1

ガス
重量

エネルギー

エネルギー密度（MJ／kg）
0.9
0.71 ＝1.3

（重量当たり）

―中低温度領域*でのバイオマス熱分解―
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Torrefied Pelletとは？
1. Torrefied Pellets製造工程

2. Torrefied Pelletsの耐水性

原料バイオマス Torrefied Materials Torrefied Pellets

出典：ECN
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Torrefied Pelletの組成(木質チップ、木質ペレットとの比較）

項目(単位) 木質ﾁｯﾌﾟ 木質ﾍﾟﾚｯﾄ Torrefied Pellet

含水率(％) 35% 10% 3%

重量当たりのｴﾈﾙｷﾞｰ密度

LHV (MJ/kg)
10.5
（67%)

15.6
(100%)

19.9
(128%)

かさ比重(kg/㎥) 475 650 750

体積当たりのｴﾈﾙｷﾞｰ

かさ密度 (GJ/㎥)
5.0 10.1 14.9

輸送効率（比率％) △
(50％)

○
（100％）

◎
（150％）

貯蔵･ﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ性 ○ △ ◎

粉砕性 △ ○ ◎

出典：ECN
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Torrefied Pellet のメリット

1. 良好な粉砕性   石炭への混焼率大幅UP  ( 3% ⇒ 30%以上）

2. 高エネルギー密度 輸送・貯蔵効率の向上

（発熱量：ペレットの1.3倍）  （チップの3倍、ペレットの1.5倍の効率）

3. 疎水性、非発酵性   耐水性、自然発火防止

    石炭に準ずるハンドリング性

   （新たな貯蔵設備への投資は原則不要）

4. 原料の多様化   林業残渣、農業残渣等未利用資源

    混合バイオマス原料の使用

         生産量の拡大によるコストダウン



ＩＢＴＣ（国際トレファクション協議会）について
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IBTC メンバー企業 20社 

45



欧米のトレファクション開発企業の状況（１）
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欧米のトレファクション開発企業の状況（２）

47



(1) 実証⽬的 ︓ 事業化に向けた実証（⽣産、⽯炭との混合保管、
 輸送、粉砕、混焼等）

(2) ⽴地場所 ︓ ⼭⼝県宇部市沖の⼭コールセンター隣接エリア
(3) ⽣産能⼒ ︓ 6万㌧/年
(4) 運開時期 ︓ 2019年12⽉
(5) 原料 ︓ 輸⼊⽊質ペレット(カナダ産)

３． 原料輸⼊から発電所までの流れ

バルク輸送 宇部芝中公共埠頭 荷揚・保管（集塵HP、専⽤コンテナ） 原料WP横持ち

コールセンター混炭機⾃社216MW発電所 PBTⓇ横持ち

!
"
#
$

ト
レ
フ
ァ
イ

ド
ペ
レ
ッ
ト

２． 設備の概要

１． トレファイドペレットとは︖
(1) ⽊質バイオマスを低酸素濃度雰囲気において⽐較的低温度で焙煎して得られる固体燃料
(2) 耐⽔性や⽯炭との混合粉砕性を⼤幅に改善している
(3) ⼀般的な⽊質バイオマスを⽯炭と混焼するには専⽤のハンドリング設備が不可⽋だったがトレファイドペレットは⽯炭同

等のハンドリング特性を有しているため、混焼が容易で専⽤のハンドリング設備は不要となる

UBEトレファイドペレットⓇ

PBTⓇ加⼯
(宇部興産敷地内)

⼀般⽊質ペレット(WP)

UBEトレファイドペレットⓇ(PBT®)

耐⽔性の⽐較

宇部興産株式会社のトレファクションへの取組み

48
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日本製紙株式会社のトレファクションへの取組み

Strictly Confidential 49

同社は、2016年、同社のタイ国パートナーのSCGパッケージング社フィブラス事業部⾨会社と共同
研究開発契約を締結し、タイにおいてトレファクション技術を⽤いた新規⽊質バイオマス燃料の開発
を開始。
実証テストを通じて、トレファイドペレットの設備設計、製造技術、微粉炭ボイラーでの操業条件を
確⽴。

トレファイドペレット
トレファイドペレットの実証設備（タイ）



生産者：地元企業とのジョイントベンチャー（設立予定）

場所：スラータニー
使用木材：ゴムの木

生産：デモプラントによるサンプル製造を開始
需要家によるサンプルペレットの評価後、商業プラントへの投資判断を行う

出典： Clean Coal Day in Japan 2018  出光興産講演資料から作成

Ø 地元パートナーと原料の安定調達の仕組みを構築

Ø 安定収入をもたらすことにより現地経済成長に貢献

スラータニー

バンコク

出光興産株式会社のトレファクションへの取組み (1)
タイでのBlack Pellet 製造事業
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生産者：出光オーストラリアリソーシス（本社：ブリスベン）

場所：エンシャム石炭鉱山（場所：クイーンズランド州、権益85%）
使用木材：ソルガム

生産：ソルガムの植生試験及び木質ペレット化試験を開始
2020年後半には木質ペレットのブラックペレット化試験を予定

出典： 出光興産株式会社2020.09.03付プレスリリースより

Ø クイーンズランド州政府から補助金として2万豪
ドルを受託

Ø エネルギー源の多様化とベストミックスの構築に
より、日本のエネルギーセキュリティへの貢献と
再生可能エネルギー普及を推進

出光興産株式会社のトレファクションへの取組み (2)
オーストラリアでのBlack Pellet 製造事業

シドニー

エンシャム石炭鉱山
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生産者： Idemitsu Green Energy Vietnam Ltd., Co.

場所： ベトナム ・ ビンディン省
使用木材： アカシア

生産： 年産12万トン （2030年までに年産 200万トンを目指す）

出典：2022年4月6日 日本経済新聞記事他 

出光興産株式会社のトレファクションへの取組み (3)
ベトナムでのBlack Pellet （グリーンエナジーペレット）製造事業
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Torrefied Pellet による複合プロジェクトの展開

Pellet

Torrefied Pellet

Ethanol

BDF

チップ（木
材）

林業残渣（樹皮、枝、葉）

農業残渣（EFB等パーム残渣、サトウキビバガス、
                   キャッサバパルプ他、ｼﾞｬﾄﾛﾌｧ木部等）

糖・デンプン
（ｻﾄｳｷﾋﾞ、ｷｬｯｻﾊﾞ）
油
（ﾊﾟｰﾑ・ｼﾞｬﾄﾛﾌｧ）

森林資源

農業資源

Cellulosic Ethanol

BTL
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バイオマス
発電事業

木質ペレット
製造事業

木質原料

バイオマス
発電事業

技 術

資 金

相手国との連携による

共同プロジェクトの展開

開発輸入型 ⇒ 地産地消型

（Phase-1）  （Phase-2）

官民連携によるパートナーシップの強化

n政府レベル：
w  政府間スキームの適用 (JCM、JBIC、ODA)
w 木質バイオマス証明（合法性、トレーサビリティ）

n民間レベル： 
   現地企業との合弁による事業展開

アジアと連携したバイオマス発電事業のコンセプト

”Asia Biomass Community”の形成



55出典：炭素市場エクスプレス 2019.08 二国間クレジット制度(Joint Crediting Mechanism (JCM))の最新動向

JCMの概要



56出典：炭素市場エクスプレス 2019.08 二国間クレジット制度(Joint Crediting Mechanism (JCM))の最新動向

JCMのパートナー国
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アジアと連携したバイオマス発電事業展開Phase-1（開発輸入型）

木質ペレット

アジアでの
木質ペレット製造事業
（現地企業とのJV）

日本での
木質バイオマス発電所事業

（専焼、混焼）東南アジアのJCM署名国
l ベトナム、ラオス、インドネシア、カンボ
ジア、メキシコ、ミャンマー、タイ
フィリピン

将来は Torrefaction ( 半炭化 ）へ
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アジアと連携したバイオマス発電事業展開Phase-2（アジア地産地消型）

木質ペレット

アジアでの
木質ペレット製造事業
（現地企業とのJV）

JCMを活用したアジアでの
木質バイオマス発電事業（現地

企業とのJV）

東南アジアのJCM署名国
l ベトナム、ラオス、インドネシ
ア、カンボジア、メキシコ、ミ
ャンマー、タイ、フィリピン 

将来は Torrefaction ( 半炭化 ）へ



世界の石炭火力発電とバイオマス発電設備容量
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l設備容量（GW）：
 茶： 石炭火力発電

（2019年1月）
緑： 固体バイオマス発電

（2018年）

世界全体：石炭火力発電 ：  2,015GW
                 固体バイオマス発電 ：      96GW  (4.8%)

182GW

欧州

24GW

米国

259GW

10GW

中国

974GW

13GW

日本

48GW
3.6GWインド

221GW

10GW

東南アジア

74GW

7.6GW



東南アジアの石炭火力発電

5,457
MW

60

11,008
MW

29,047
MW

17,387
MW

1,878
MW

総設備容量：  74GW

8,273
MW

160
MW

505
MW



東南アジアのバイオマス専焼発電（直接燃焼）

タイ
3,598 MW
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1,499
MW

1,818
MW

189
MW

115
MW

40
MW

229
MW

29
MW

総設備容量： 7.6GW （石炭火力の10.3%)



東南アジアの石炭・バイオマス混焼発電のポテンシャル
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石炭火力の設備容量は 74GW。一方、バイオマス専焼発電の設備容量は7.6GW。

従い、既設の石炭火力で10%混焼すればバイオマス発電設備容量は２倍に、 20%混焼で３倍になる計算。
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Risk と Return が見合うSustainableなサプライチェーンの構築

持続可能なバイオマスインダストリー（アジアモデル）の構築

新規需要に対応した次世代 農・林業

１．ＯＤＡ等を活用した農業資源の増産

l農地開発・灌漑設備
l品種改良（収率の向上)
l機械化（栽培、集荷）
l施肥管理技術
l輸送インフラの整備
l農業開発ＦＵＮＤ（農民への資金提供）

２．現地企業による契約栽培スキーム

バイオマス複合産業 の展開
l バイオエタノール（⇒セルロース）
l バイオペレット（⇒Torrefaction)
l バイオジェト燃料
   （既存リファイナリー併設）
● BDF (⇒高品質化）
● バイオマス発電
l バイオケミカル、マテリアル
l 飼料、肥料等の製造

原料の安定確保・カスケード利用

産業規模の安定消費市場 の創出

l日本への輸出（開発輸入）
l現地市場での消費 （地産地消）
l第三国への輸出

Ｃｏ－Ｌｏｃａｔｉｏｎ ・Co-Production 安定的な製品販売先の確保

前提条件

l安定販売数量（長期契約等）
l安定販売価格（原料リンク等）

バイオマスプランテーション バイオマスリファイナリー マーケット



2020年版 地球温暖化と石炭火力発電の現状と方向性
～バイオマス混焼による再生可能エネルギーの導入拡大～
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以下の項目に対する有識者・業界関係者からのヒ
アリング調査に基づく現状分析と今後の方向性の
提言：

1. 脱石炭火力に関する国内外の動向
2. 日本の石炭火力の動向
3. 日本の石炭火力に対するCO2削減技術
4. 日本のバイオマス発電の動向
5. 石炭火力発電におけるバイオマス混焼
6. カーボンリサイクルへのロードマップ
7. 日本が今後進むべき方向性



ご清聴頂き有難う御座いました。

NEED (日本環境エネルギー開発株式会社)

HP: http://need.co.jp
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